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Abstract：The KUT research collaboration center was founded '2000 for the purpose of activating 
local industry. Based on the five year's good results, we'd like to contribute to uplift local industry 
by production and promotion activated projects of local resources as the core of the collaboration 


















































・    品質の安定と量の確保（品質設計、計画生産、
高度技術化）
・   顧客管理（トレーサビリティ、顧客管理シ
ステム）
・　物流コスト（混載、船、定期便）
・　流通コスト（流通市場見直し）
・　顧客開拓（品質、供給量）
・　季節変動（高度技術化、生産計画システム）
　等が挙げられる。これらの大半は工業経営的
手法の導入と学が有するシーズを活用した高度
技術化により解決できる可能性があると考えら
れる。周知の如く、工業経営の基本は、PDCA
（Plan-Do-Check-Action）のサイクル活動の中
で、日々改善を重ねて顧客ニーズを追求し、効
率化とＲ＆Ｄを継続的に行い、グローバルコン
ペティションに勝てる体制を作ることにある。
PDCAのいずれが欠けても競争力のある製品や
サービス提供ができない。このサイクル活動が
一次産業にも必要である。
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４．プロジェクトの期待される成果　　
　林産品活性化ビジネスモデルは、国内で低迷
している国産木材の普及に繋がる事業である。
木材の国内市場は外国材が８割を占有してい
る。一方、森林資源は県内人工林も伐採適齢期
にきており、森林資源を活用した事業化が充分
に可能な状況にあることを物語っている。外材
に負けている理由は価格、安定供給力、品質、
納期遵守力であり、これらは工業経営的手法と
高度技術化および生産～消費までのバリュー
チェーンの一貫化によってクリアでき、有力顧
客の開拓も実現し、事業規模拡大による競争力
強化も可能となる。若者の雇用拡大や地域税収
増も大いに期待できる事業となる筈である。ま
た、産学官民連携で推進する意義も大きく、産
業機械の開発や観光産業、更には町おこし、村
おこしへの波及も予測され、必ずや二次 ､ 三
次産業の活性化にも寄与できるものと考えてい
る。
表２．アクションプラン
表３．林産品活性化ビジネスモデルとＦＳ部会概要
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５．おわりに
　高知工科大学の公設目的である県政浮揚を実
現するために連携研究センターもなお一層の研
鑚をつむことが期待されている。従来の新規事
業化支援とともに、地域資源利活用のプロジェ
クト創出のリーダー役として、高知大学や県内
の学とも連携し、更に政・官とも協力の上、成
功モデルを構築していく所存である。このこと
が県民からの信頼を得るとともに産学官民連携
活動の浮揚、更には県勢の浮揚に寄与できるも
のと確信している。
